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第７期 第５回さいたま市地域自立支援協議会 会議録 

日時：令和２年 11 月 13 日（金）15：00～17：15 

場所：大宮区役所 ６階大会議室         

 

 次  第  

１、開 会 

２、議 題 

（１）各専門部会の取組について 

（２）地域生活支援拠点等について 

（３）日中サービス支援型グループホームについて 

（４）障害者生活支援センター運営法人選定について 

（５）次期障害者総合支援計画について 

３、そ の 他 

４、閉 会 

 

 配布資料  

①第５回さいたま市地域自立支援協議会 次第 

②委員名簿 

③座席表 

④【議題１】各専門部会の取組 

⑤【議題２】さいたま市地域生活支援拠点整備の進め方について 

⑥【議題２】地域生活支援拠点に関する加算について 

⑦【議題３】日中サービス支援型 GH の指定、報告に関するフローについて 

⑧【議題４】障害者生活支援センターの運営法人選定について 

⑨【議題５】さいたま市障害者総合支援計画案（案） 

⑩【議題５】素案完成後に修正した主な箇所について（参考資料） 

 

 出 席 者  

 委 員・・・荒井委員、内田委員、岡田委員、加藤委員、黒田委員、 

遅塚会長、長岡委員、三石委員、山川委員、山口委員、 

（欠席者：宇土委員、吉野委員） 

 

 事 務 局・・・（障害支援課）西渕課長、細渕課長補佐、春山係長、林係長、志村主査、

利根澤主任、高橋主事、上原主事、大浜主事、近藤主事 

（障害政策課）上石主査 
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（遅塚会長） 

・開会 

・出欠状況確認（過半数出席のため会議成立） 

・会議の公開について 

・傍聴許可 

 

（事務局） 

・課長挨拶 

・資料確認 

 

（遅塚会長） 

それではここから議事に入らせていただきます。 

議題１「各専門部会の取組について」事務局からご説明をお願いします。 

 

（事務局） 

はい、それでは議題１「各専門部会の取組について」ご説明いたします。 

地域自立支援協議会におきましては、各分野のより詳細な内容について、専門部会に

おいて協議検討を進めております。各部会とも、今年度はこれまでに１回ずつ開催され

ており、資料３ページ「障害者虐待防止部会の取組」から 31 ページ「子ども部会の取

組」まで、全部で４つの部会の取組について掲載しております。本日は内容の説明は省

略させていただきますので、後ほどご覧いただければと思います。以上です。 

 

（遅塚会長） 

はい、ありがとうございます。議題１は事務局からの報告でございました。 

一応事前に資料が送付されていたかと思いますので、もしこの時点でご質問ご意見

があれば承りたいと思います。また、後からでも、ご質問等あれば受け付けます。 

 

（長岡委員） 

ささの会の長岡です。 

これに関しては今年度になってからの取り組みの報告ということですよね。 

 

（事務局） 

はい。 

 

（長岡委員） 

と言うことは、地域部会が動き出したらここに同じ形で報告が上がってくるという
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ことですよね。後に出てくる拠点の資料のところでは、地域部会に結構スポットが当た

っていると思うのですが、将来的に地域部会が 10 区になったとき、10 区の地域部会が

全部合わさってここの報告に載るようになるのでしょうか。 

地域部会をやっている岩槻の立場としては、地域部会で上がったこと、例えば昨年度

の部分に関しては１回目の地域自立支援協議会で報告させていただいたと思うんです

けれども、やはり地域部会で起こっていることが本協議会でどのようになっていくの

かというところについて、どう整理されているのか確認したいです。 

 

（遅塚会長） 

はい、ありがとうございます。 

長岡委員から確認ということで一つありましたけれども、事務局いかがでしょうか。 

 

（事務局） 

事務局といたしましては、地域部会につきましても、全市的に報告するべきタイミン

グの時に、こういった全体の協議の場でご報告、ご審議いただきたいと考えております

が、今回、資料としては４つの部会について用意させていただいたところです。 

しかし当然ながら、今後行われる本協議会の場でも、地域部会での取り組みや議題に

つきましては、随時取り上げさせていただきたいと考えております。 

 

（遅塚会長） 

地域部会で出てきた地域のニーズがこの協議会に出てこないと、地域部会の意義が

少し薄くなってしまうので、当然それは前提とした上で、地域部会側から今回はこれを

出して欲しいというものがあれば、それが議題で入ってくると、当面は考えておけばよ

ろしいですかね。 

 

（事務局） 

そうですね。地域部会側からの発信であることもあるでしょうし、或いは地域部会に

顔を出させていただいた事務局の方から、今回はいかがでしょうかというような声掛

けをさせていただくこともあるかと思います。 

 

（遅塚会長） 

将来的に 10 区に地域部会ができると、なかなか本庁が事務局として全部に顔を出す

というのも業務上厳しいかとは思いますが、その時にはきっと各区の支援課とかが

色々な役割を果たしていただけると思いますけれど、そういう行政側からの意向でも、

或いは部会側からの意向でも、とにかく議題があるときに出すというイメージかと思

います。 
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ある程度地域部会が立ち上がったら、一言でも二言でも活動状況とか、いつ開いてこ

んな議題があったということくらいは一覧表か何かで出していただいた方が良いかな

という気がしますけれど、地域部会についてはまた改めて相談して進めていければと

思います。 

では、後からでもご質問等受け付けますので、次の議題に進めたいと思います。 

議題２「地域生活支援拠点等について」事務局からご説明をよろしくお願いいたしま

す。 

 

（事務局） 

続いて、議題２「地域生活支援拠点等について」ご説明いたします。資料 32 ページ

をご覧ください。 

７月の協議会で地域生活支援拠点に関するご報告をさせていただきましたが、イメ

ージが捉えにくい事業であるとのご意見もいただきました。そこで、８月の相談支援部

会において、本市における地域生活支援拠点整備イメージ案をより具体的に提示させ

ていただいたものがこちらの資料となります。資料 34 ページをご覧ください。 

資料の右側は、サービス調整会議をはじめとした各区での既存の取り組みとなって

います。集約結果は、左側の地域部会の枠内へとつながります。地域部会は地域のネッ

トワーク強化・区ごとの取組からの課題抽出等に向けた検討を行います。ここまでは、

従来どおりの地域部会の考え方となります。 

また、地域部会の検討内容部分のもう一方では、地域生活支援拠点の４つの機能につ

いての企画・検討を進めることとしております。これは、従来どおりの考え方で課題抽

出を行った場合に、拠点の４つの機能を充実させる形での対応を要するケースも多い

と考えられるため、検討内容としてひとつにまとめて図示しています。 

事務局は基幹相談支援センターもしくは障害者生活支援センターと区支援課および

関係所管、参加者は相談支援事業者、サービス事業者をはじめとした関係機関を想定し

ています。区ごとにこれらの体制の整備を進めることで、地域の体制づくり機能を充足

するものと考えております。 

なお、８月の相談支援部会では、４つの拠点機能についての検討は地域部会で対応で

きる内容と、全市的な対応が必要になる内容の切り分けが必要だとのご意見をいただ

いています。資料 35 ページ目以降は、本市において機能ごとに具体的な充実を図る場

合の進め方を例示したものです。 

資料 35 ページ目をご覧ください。まず「①相談機能の充実について」です。 

国の具体例から、緊急時の支援が見込めない世帯の事前把握・登録に向けて、本市に

おいてどのように進めるかを例示しています。 

資料 36 ページ目は、「②緊急時の受入れ・対応機能の充実について」です。 

相談機能で把握した緊急時の支援が見込めない世帯の情報を活用し、緊急時の受入
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れについての検討を行います。緊急時の受入れについては、障害福祉サービスの利用・

やむを得ない措置・緊急一時保護など複数の制度で対応しているため、これらの考え方

を整理する方法が考えられます。 

資料 37 ページ目は、「③体験の機会・場について」です。 

国の具体例にプラスして、本市においては緊急時の受入れが必要となりうる方が事

前に宿泊を伴うサービスを利用する場合についても、体験の機会・場機能の充足と考え

ます。特に、短期入所の支給決定を受けているものの、全く利用したことのない方もい

らっしゃいますので、体験的な利用に向けた検討には、地域部会の活用が有効だと考え

られます。 

資料 38 ページ目は、「④専門的人材の確保・養成」についてです。 

本市においては、すでに各種の研修を実施しておりますが、改めて研修へのニーズ把

握を行うことは有意義だと思われます。また、想定される手順②人材確保について及び

③共同生活援助運営費補助事業は実施中の事業となりますが、これらの事業も人材の

確保・養成の役割を果たしているものと考えております。 

資料 39 ページ目は、「⑤地域の体制づくり」についてです。 

先ほど説明させていただいたとおり、地域部会を地域の体制づくりの中心に、ほか４

つの機能の充実を図って参りたいと考えております。 

続いて、資料 40 ページ目です。 

８月の相談支援部会においては、地域生活支援拠点の加算に関するご質問もいただ

きました。法定サービス事業所には人員や支援内容に応じた各種の加算が存在します

が、その中で地域生活支援拠点等として活動をしていることが取得要件となる加算が

ございます。資料に例示で５つ挙げております。 

これらの加算については、各市町村で地域生活支援拠点等であると位置付けられて

いるかによって取得の可否が変わるため、市として今後整備の検討をしていくもので

す。 

続いて資料 41 ページ目です。 

正式なものはまた改めてご説明いたしますが、さいたま市では地域生活支援拠点と

して複数の機能を分担して拠点機能を担う面的整備型としての整備を考えております。 

地域生活支援拠点においては、地域課題の把握や、支援者間の協力体制の確保等が必要

となってくることから、区の地域部会に参画していることを要件として進めることを

検討しております。 

詳細につきましては他市町村の事例を参考としながら検討を行うつもりですが、予

定として本協議会でご報告させていただきました。 

 

（遅塚会長） 

はい、ありがとうございます。それでは地域生活支援拠点について、ご意見ご質問等
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ある方よろしくお願いいたします。 

確か前回、この事業はどうしてもあやふやさがあるので市の考え方を周知していこ

うということでした。そのために今回整理をしていただいているのですが、区の支援課

をはじめとする行政内部である程度イメージを統一していただかないと、相談に行く

事業者も困ってしまうので、支援課長会議や係長会議を活用してイメージの共有化を

図っていただければということになっていたかと思います。その辺りは、今回を受けて

やっていただく流れ、という理解でよろしいでしょうか。 

 

（事務局） 

確かにそのようなご指摘をいただいたことは存じ上げておりますので、この協議会

でお話をさせていただいた上で、各区支援課と情報の共有を図って参りたいと考えて

おります。 

 

（遅塚会長） 

ありがとうございます。 

各支援課も、急に事業者から相談があっても何の話か分からなくなってしまうので、

ぜひそのあたりの周知をしっかりお願いできればと思います。 

先にお話しさせていただいてすみません。ではいかがでしょうか。とても大事な事業

だと思うのですが。 

 

（三石委員） 

地域生活支援拠点の中の、地域部会に関して確認をさせていただければと思います。 

地域生活支援拠点の四つの機能を区で面的整備していくということとあわせて、地域

部会が区ごとで果たしていく役割というのは、今後とても重要になってくるかなと改

めて今日の説明を聞いて思ったところです。 

今、区の支援課への説明という話も出たかと思うのですが、区ごとの特性に応じた地

域部会とともに、全市的な差異が区ごとに起きないようにするという意味でも、地域部

会としての基本的な指針なのか要綱なのか、何かそういったものを出された方が、意識

の差異なく進められるかなと思いました。指針や要綱作成の検討がなされているのか

どうか、お聞かせいただければと思います。 

 

（遅塚会長） 

はい、ありがとうございます。 

区ごとの独自性は大切だけどその前にまずスタンダードをしっかり定めた上での独

自性ではないかというご指摘かと思います。事務局からいかがでしょうか。 
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（事務局） 

地域部会の標準的な指針的なものについてですが、これは非常に事務局としまして

も、今、色々検討をさせていただいているところでございます。 

まず、岩槻区で地域部会がスタートしました。また先日、中央区で地域部会の準備会

のようなものがスタートしたことを確認させていただいております。 

各区それぞれが持つ悩みや課題が異なっていて、或いはそれによって集まるメンバ

ーも様々バリエーションが考えられる中で、全区で共有化を図れるツールのようなも

のにつきましては、進めさせていただきたいと思っております。ただし、それが要綱等

になるかどうかにつきましては、今後の課題とさせていただければと考えているとこ

ろです。 

 

（三石委員） 

地域の社会資源の特徴とか、様々な区ごとの特性があるけれども、何か一定の基本軸

というか、柱となるものが具体的に示されていくということも、地域部会をより活性化

させていくためには大事かなと思うので、相談支援の専門部会とか、各地域部会の取り

組みの傾向を見ながらも、そういった指針作りみたいなことを検討していただけると

良いかなと思ったところです。 

まだ検討の余地があるということだったので、また必要があれば意見など提案させ

ていただければと思います。 

 

（遅塚会長） 

要綱であるかどうかはともかくとして、10 区にそれぞれ満遍なく進めていくという

ことであれば、根幹の部分を行政側と事業者側と、皆が共有していないといけない。バ

ラバラになってしまって、区あって市なしと言われてしまうような状況になっては困

るので、これからスタートする分野だけに、そういう進め方をしていただければ良い事

業展開ができると思うので、三石委員のご提案のように、ぜひお考えいただければと思

います。 

 

（内田委員） 

基本的に指針か何かで最低ラインを確保する部分がありつつ、岩槻がモデルになっ

てきていますので、例えば生活支援センターに基幹を付けてどうするというモデルが

あまり硬直化すると、他区だと厳しいところもあると思うので、その辺の柔軟性を持た

せて欲しいと思います。 

それから、面的整備は良いとは思いますけれど、これもやはり区によっては微妙なと

ころがおそらくある。区によってかなり社会資源の偏りが見えたりもしますのでね。も

ちろんベースをきっちり押さえないとどんどん崩れていくので、そこはそこできちっ



 

8 

 

とやりながらも少し柔軟性を持たせていくこと。 

それから、例えば特殊な支援に関して言えば、本当に人口に対してそれほど社会資源

が多くないので、他区の人は他区のサービスを使えないとなってしまうとどうにもな

らない世界なので、区ごとの部分とさいたま市全体と連携を取る部分で柔軟性を持た

せること。 

あとはもう最近議論にならないけれども、130 万人の町ですから、これを３つか４つ

のエリアに分けてもいいのかなとか、そういうシステムとしての整備をしていくこと。 

先ほど言ったように、最低ラインだけは絶対崩さず、最終的には本庁が音頭取りをす

る、仕組みとしてはそこをきっちりした方が良いかなと思います。 

 

（遅塚会長） 

ご提案ということだと思いますが、自分的に凄くこれから決めていかないといけな

いポイントだなと思ったのが、事務局のご説明にもありましたけれど、区の中で頑張ら

ないといけない部分と、区だけでは絶対できないことがこの事業の中には織り込まれ

ています。 

そうすると今の内田委員のご意見は、区の中で完結しないものは全市或いはいくつ

かの区で相談する必要がある。例えば入所施設がない区で緊急に保護するときどうす

るかとか、医療的資源も区ごとにバラバラですから。 

今の事務局の説明だと地域部会があって基幹があって、それと絡ませて展開してい

こうということだけれど、それだけだと完結しないでしょうということ。極端に言うと、

各区に基幹ができて各区に地域部会ができても、最終的にそれらを調整する部分が必

要ではないかというご指摘かと思うのですが、事務局どうでしょうか。 

 

（事務局） 

今の段階では、まずはできるところから始めるということで、やらせていただいてお

りますが、地域部会を今後増やしていくにあたって、当然ながら副作用として、どうや

ってまとめて各区に跨る課題を調整していくのかということも出てくると思います。

どこかでまとめる機能が必要であるということについて、今後の検討に入ってくると

考えております。 

 

（遅塚会長） 

地域部会の、市単位の取りまとめはまさしくこの場になるので、この場でそんなに緊

急な具体的な話ができるはずもないですから、地域部会の事務局、地域生活支援拠点の

事務局という位置付けは、おそらく相談支援事業所で。普通だったら基幹の委託先にな

るかもしれないですが、相談支援のどこかのセクションが請負うことになる。極端に言

うと基幹の基幹みたいな。 
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今の体制だと、相談支援事業所の全体の取りまとめ的な役割は中央区が担うんでし

ょうかね。なかなか歴史もあるので、一律には決めがたいとは思いますが、何らかの形

で調整機能を盛り込んでいかないと、行き詰まる危険があるだろうなとすごく強く感

じます。 

それから、もっと目先の話で、岩槻区が地域生活支援拠点も含めて今年度中にすでに

スタートとなった場合に、他区のケースはどうなるのか、調整の話はもうすでに始まっ

てしまう話ですよね。たまたま岩槻区は入所施設の数が割と多いから、あまり表面には

出てこないかもしれないけれど、本来同じ問題を内包していると思うので、現実が先に

出てきてしまうかもしれない部分だなという危機感は持っています。 

 

（加藤委員） 

利用者としては、支援センターとか色々な所があっても、困っている人が使えないと

いうのが今一番の問題。 

例えば、すごく重度の高度障害の子が、「ショートステイでは扱ってもらえないんだ

よねうちの子」という話があります。ショートステイは大体１人で見ることが多いじゃ

ないですか。やはりここに加配を付けないと。とても３人じゃないと見られないなとい

うお子さんがいるんですね。夜中にずっと起きているとか。この地域生活支援拠点とい

うのは、本当に最後の拠り所なので、その辺をすごくお願いしたいと思います。 

出来たけれども、一番困っている人が使えないということだと本当に意味がないの

かなと思います。本人たちが伝えていかないから、困っている人がいないということに

なってしまうのかもしれないですけれど、結構そういう話を聞くので、これができる前

に、その辺もちょっと検討いただければ良いかなと思います。 

 

（遅塚会長） 

福祉施策である以上、一番困っている人に一番支援がないと本来おかしいという、あ

る意味当たり前の話だと思います。 

今のご発言に対して事務局何かあれば、よろしくお願いします。 

 

（事務局） 

先ほど、地域生活支援拠点の中で、地域部会の機能について特に申し上げましたけれ

ども、少なくとも先ほどのショートステイのニーズにつきまして、ショートステイで入

らないと困る事情が生じる前に、あらかじめ家族よりももう少し広い範囲で、ある程度

ニーズを受けとめられるような体制が作られていて、それがもし地域部会なのであれ

ば、望ましいのではないかなと考えております。そういったニーズにつきましてもなる

べく性急な対応でなく進めばと、ショートステイと地域部会との関係につきまして、考

えたところでございます。 
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（遅塚会長） 

相談支援部会の委員から、本当に切羽詰まった緊急事態になる前に、早い段階からし

っかり把握して少しずつでも手を打てるようにするためには、本来ニーズのある方を

把握していく機能をこの拠点事業の中に盛り込まないといけないのではないかという

ようなご意見がありました。 

例えばショートステイした場合に３人付いていないと難しいという話も、ご家族が

大変な状況になってショートステイとなると、違う環境に連れてこられたことで不安

になって、３人４人で見ないといけなくなるという側面もあると思うので、そういう意

味で、予防的に体験をしてもらっておいて、少しでも利用環境に慣れていただくとか。 

今まで福祉は割と、ニーズが顕在化してからどう対応するかという手段しかなかっ

たけれど、この拠点事業をうまく生かすことによって、なるべく事前に早目にという視

点を入れていければというようなお話が出ておりました。 

なかなか難しい部分ではありますけども、目標はしっかり持っていったほうがいい

と思いますので。 

 

（内田委員） 

加藤委員が言ってくれたことと重なりますが、利用する側の視点ってすごく大事で

すよね。 

利用する側は親御さんとかご本人ですから、そんなに行政の都合やルールについて

詳しくないわけです。岩槻でこういう事業が始まりましたと言いながら、じゃあうちの

子がと緑区の親御さんが言っても、岩槻でないから…ということが当然起きてきます。

これだけ大きな市で全区的に整備するには、当然何年かかかるわけですから。 

関係者、事業者、行政の方は、手順を良く分かっています。ところが、本当に厳しい

お子さんを抱えてぎりぎりで暮らしている人たちにとっては、明日利用しようという

ような世界なわけです。そうは言っても岩槻区で全区分の緊急を受けられるわけがな

いですよね。 

最終的に全区に整備されるまでの何年かの間、どういう形をとっていくのか、利用す

る方々にどういうアナウンスをしていくのか。当然、利用する側は毎日が切羽詰まって

いるから、整備が 10 年後だとなったらいい加減にしてくれと、そういう反応になって

くるわけです。狙った形になるまでの時間を、どういう形で対応するか、そこを上手く

やらないといけない。 

これは相談の方も同じだと思います。相談の方も、そういう相談が沢山来た時に、次

どういう展開をするか考えないといけない。これだけの人口を抱えて、正直あまり社会

資源がない中でやっているわけですから、相談の方々も、毎日尻に火が付いている状態

だと思うんです。あと３年お待ちくださいとか、その間はこういう対応しますとか、そ

ういうところも一緒に考えていただくと現実的かなと思います。 
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（遅塚会長） 

地域生活支援拠点が整備される前であっても、困った人が来れば受けとめるしかな

いですからね。個々のニーズがあれば何とかするしかないわけで。 

拠点があることによってなるべく円滑に進むようになりたいということであって、

拠点がないから支援が受けられないというのは許されない話ですからね。 

 

（事務局） 

先ほどの規定の話に少し絡める形になりますけれども、今、良くも悪くも、各区でや

らなければいけないという規定があるというわけではございませんので、基本的には

行政区単位で地域部会は行っていくということでございますけれど、行政区の中の担

い手の負担の可能な範囲で、他区の事業所の利用や、或いは他区で何か困難なケースが

あった時に、柔軟にお話を聞いていただければと考えております。 

また、先ほどの入所の話ですが、その区に入所施設が必ずあるとは限りませんので、

例えば、岩槻区で発生したニーズについて、他の入所施設にご協力いただくようなこと

もあるかもしれませんから、他の区の入所施設の職員の方にも、オブザーバーという形

になるか分かりませんけれども、可能な範囲で地域部会に参加していただきまして、こ

こ何年か、地域部会の数が増えていくまでの間は、柔軟な対応で乗り切ることができれ

ばと考えております。 

 

（遅塚会長） 

地域の福祉に関することですから地域部会と絡むのは当然だし、地域部会を回して

いる立場で、基幹とも関係してくるのは当然という流れにはなっていますが、他区の話

や色々な調整の話が入ってくると、本来の地域部会や基幹の役割より多い役割を、今回

新たに付加されてきたなという印象が結構あります。地域生活支援拠点事業をするの

であれば、事務局的な役割部分は基幹の範囲からややはみ出している部分もできてい

るなという気はいたします。 

 

（長岡委員） 

面的整備という形で進めていく、その中で地域部会が大きな要になっていくという

お話でしたけれど、相談支援部会やワーキングの場で私が度々発言していたとおり、面

的整備というのは、さいたま市はどこの区でもサービスが絶対的に少ないという前提

があって、そこをネットワークでカバーするという発想なんですね、事業所の立場とし

ては。 

拠点になって、今まで受けられなかった方達を事業所が受けられるかと言ったら、今

のままで拠点事業という名前が乗っかっただけでは現実的には無理ですよね。41 ペー

ジの資料の、先程事務局が話していた、参画することが条件というあたりをもう 1 回
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説明して欲しいなと思います。 

複数の機能を分担した体制を作って、それを地域部会として役割を担うという表現

をされていますが、緊急時に、やむを得ない措置のような本当に行政の権限でないと実

施できないようなサービスは、地域部会では絶対できないですよね。それとも、地域部

会の中にそれだけの権限や決裁できるような形を盛り込むのか、それも現実的ではな

いと思いますので、そこのところを事業所の立場としては、はっきり確認させていただ

きたいです。 

34 ページに戻ります。地域部会の強みを活用して最大限色々なことができると思い

ますが、この事業を進めていった時に、例えば地域部会の運営に行き詰まったときの責

任は、区役所なのか本庁なのか、それとも基幹の担い手である支援センターなのか、こ

の図では全然見えない。三石委員が冒頭でお話しされたように、指針なり要綱なりが絶

対必要だと私も思っているんですけれど、多分指針は全然縛りがないんですよね。どう

なんでしょうか。 

例えば、区によって違うから一本筋を通そう、というための指針であれば分かります

が、支援課の中で人が変わる度に方針が変わるというような状況があるとしたら、多分

指針では駄目なんじゃないですか。課長が変わったので、それまで良いと言っていたこ

とが駄目になりました、ということがないとは限らないのではと思っているので、市の

名前の要綱の中で、責任の所在等を明確にする必要がある。 

変な話ですが、緊急性のある方のやむを得ない措置や虐待の介入など、相当強い行政

的な動きが必要なものと地域部会の機能は、線を切り分けていかないといけないと思

いますし。岩槻の拠点の説明も、この前の相談支援部会で初めてお聞きしたくらいなの

で、必要なところは協議していただければと思います。 

 

（遅塚会長） 

非常に重要なご指摘かつ痛いご指摘も多々あったようです。 

ただ、要綱になっていなくても、市として何らかの形で正式に出したものであれば、

別に効力がないわけではないですよね。区役所支援課と本庁の関係は、いわゆる民間事

業者のような関係ではないわけだから、禁止されていなければ合法というようなこと

を言われる立場ではないのでしょうけれど、確かに現場的にそういう心配が濃厚にあ

るということは現実なので、いかがでしょうか。 

 

（事務局） 

今のお話の前段に、区外の施設の話があったと思います。例えば、岩槻区に地域部会

がある中で、他の区に入所施設があったときに、その関係はどうするのか、そこで地域

部会に参加することが条件となるとどうなるのかという話が前段にあったと思うので、

まずそちらについて少しお話しします。 
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今の段階で検討していることを申し上げますと、先ほど申したとおり、入所機能につ

きましては必ずしも各区にありませんので、色々な生活上の課題を抱えて困難なこと

が起こりうる方々についての検討の中で、その受入れをどこが担うのかという課題が

おそらく出てきます。現実的には、必ずしも区内の事業者だけで収めることができない

場合もあると思いますので、そういったときに、仮にオブザーバーのような形で参加を

していることが、地域部会の参加という見方もできないだろうかと事務局で検討させ

ていただいているところです。 

ですので、地域部会について、地域内で全て完結すると決めてしまいますと、非常に

運用しにくい部分が出てくるのではないかと考えております。そのあたりは今後、実際

に取り組みをしながら、具体的な検討を進めさせていただければと思っていますので、

ご協力のほどよろしくお願いいたします。 

２つ目の、要綱にする必要があるのではないかというご指摘でございますけれども、

会長がおっしゃったように、指針になるか要綱になるか分かりませんが、障害支援課と

各区支援課との間の共有ツールとして何か明文化したものがあれば、仮に人事異動が

あっても変わることはないと考えております。方法につきましては、今後も検討させて

いただきたいと思いますのでご理解よろしくお願いいたします。 

 

（遅塚会長） 

現実的に考えると、全部が全部要綱にはできないかと思いますけれど、ただ紙がない

と駄目ですよね。口頭だと絶対グズグズになってしまうから、形式はともかく、紙の形

で共通理解を図るように考えていただければと思います。 

 

（長岡委員） 

要綱に関しての部分は、了解をしました。 

一番気になっているのは、先ほどもお話したように、例えば緊急性が高い案件がある

時です。地域部会の位置付けすら、本庁と区の役割や責任が不明確ですし、緊急時には

地域部会では太刀打ちできないのではないかと思っています。 

相談支援部会でも話したように、事前にリスクのある方を拾い上げて手を打ちまし

ょうというのは、地域部会が非常に有効に機能するのではないかという気がしますが、

いざ緊急事態に動くのは地域部会ではないですよね。障害のある方たちがたくさんい

て、やはり地域部会や拠点が担える部分というのは、全てを網羅しているわけではない

と思うんですよ。線引きが良く分からないまま話をしていくと、もやがかかる。 

私としては、最初の段階で、本庁や区役所の責任や役割や機能が、34 ページの図に

ももう少しクリアに出てくるような進め方を希望したいと思います。あくまでも、地域

部会というのは遅い活動だと思うんです。利用者の方の声を、相談の事業所や実際にサ

ービスを提供している事業所からコツコツ拾い上げていって、それをこの本協議会に
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繋いで、そこで政策的な部分を協議していくような使い方というイメージです。 

拠点というものがどんな形になるか分かりませんが、まして面的整備の拠点という

ものが直接のサービスを提供しているわけじゃないですよね。だから実際にはそのサ

ービスの提供側はまた別のところにいるわけで、そことの繋がり方をはっきりしてい

く必要があるのではないかと思います。 

 

（遅塚会長） 

地域部会は長岡委員のご発言にあったとおり、体制作りを上手く進めるための仕掛

けなので、直接支援をするものではないですからね。 

面的整備で、必要なサービスを色々なところにお願いするとなると、相談支援の仕事

とほぼイコールになってくるので、おそらく生活支援センター受託事業所か或いは基

幹の受託事業所あたりが、地域生活支援拠点の受け皿の事務局的な意味で委託先か何

かになる。緊急時では対応の核になってもらうとか、具体的に動く人間がそこについて

いないと、そもそも全然意味がなくなってしまいますよね。 

特に長岡委員がお気になさっていた部分は、やはり行政の本来責任をしっかりクリ

アにしてくれということと、緊急ケースの場合や虐待絡みなど、行政でないと、他の機

関にはできない部分もあるということですね。それらをクリアにしてスタートしてほ

しいというお話ではないかと思います。 

 

（事務局） 

課長の西渕です。 

長岡委員に色々ご心配いただいていると思うのですが、あくまでも行政による措置

の部分を、地域部会や拠点に求めるというような考えはございません。 

契約という部分で、いわゆる福祉サービスの利用の中で何とかしのげるといった場合

には、事業者にご尽力を賜る機会はあるかと思いますが、緊急事態の措置というような

ことであれば、当然これは行政が行うべきものです。そこのところは承知しております

ので、ご安心いただければと思います。 

 

（遅塚会長） 

ありがとうございます。そういうお話を、どこかで文書に残していただければ、とい

うことになるかと思います。 

先ほどの事務局のご説明で、「地域部会に参画していること」というようなお話があ

りましたけれど、要するに加算の根拠の話と一緒に、お話をされているのかなと思った

のですが。加算をつけるためにはこの地域生活支援拠点事業に何らかの形で関わって

ないといけないから、加算をつけてあげるための根拠として、地域部会に参画している

ことをこの事業に関わっている目安にしようという考えを踏まえたご発言なのかと思
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います。 

ただ、お話を聞いて思ったのは、市内の全部の事業者が地域部会に顔を出していない

といざという時に加算を付けられないというのは現実的じゃないですよね。お金が絡

む話なので、行政としてはどこかに基準がないといけないというのは理解ができるの

で、この場で結論が出る話ではないですけれど整理していかないといけないなと思う

のでよろしくお願いします。 

 

（山口委員） 

社会福祉法人いーはとーぶの山口です。今まで、分からないうちは、緊急時に地域部

会で何とかしてくれるんだなと期待しちゃっていましたが、今日やっと、少しイメージ

が分かってきました。 

重度の強度行動障害の方や医療的ケアの方など本当に困っている人が支援に辿り着

かない。本当に大変な家庭がいざという時に使えるように体験しましょうとどんなに

言っても、そういうタイプの方達は、うちの子を預けると迷惑かけるからとか医療的ケ

アはどこも受け入れてくれないからと言います。 

その保護者の方たちを育てていくための、施設整備、サービス事業が足りないので、

どんなに言っても崖っぷちまでいかない限り動けないというのが現状ですね。 

それから、ネットワークには意外と皆さん積極的に繋がってくれるけれど、何かの時

にショートでお願いしたいと言った場合には、９割９分ぐらいは無理ですとみんな言

うと思います。現実的に、ショートや日中や共同生活でも、気持ちは分かるけれど、ま

た、勉強会も参加したいし協力もしたいけれども、いざという時には加算欲しさであっ

ても、体制的にできない状態があります。人材の質が低いことや、毎日が死活問題のよ

うに生きていることで、余裕がなくて協力体制ができない。 

地域生活支援拠点、地域部会ができることに期待はしていますけれども、実際に今ま

で緊急事態は何回もありました。そういう時には行政の措置ではなく、親同士で受け止

めたり施設で親の仕事が終わるまで預かったりしてきました。どれだけそういうこと

をしてきたか、地域部会で事例を受け止めて、事業所の力量を上げるためにはどうした

ら良いかコツコツ考えていけばいいんだと少し分かりました。 

どんなに地域部会を作っても、質を高めていかなければ、または、必要な人たちの心

を動かしていくような活動をしていかなければ、虚しい地域部会になるだろうと予想

しています。 

 

（遅塚会長） 

確かに、どこの事業所も体力ぎりぎりのところでやっておられるので、余裕は一つも

ない。いわゆる支援困難事例は１人ではとても背負えないことも当然分かっているわ

けです。 



 

16 

 

昔はよく地域ケア会議とか地域調整会議とかサービス調整会議に呼ばれていました

けれど、1 つの事業所で背負っていくには、自分の所の普段の利用者さんなど限定した

方でないと無理なので、それをある程度地域で考えていくためには、それぞれの機関が

どのぐらいだったら、余裕のない中で少しずつでも提供できるか、そういう話し合いが

できる場がないと、おそらく特定の事業者に集中してしまうということがいつまでも

続くだろうということです。そういう会議を作っていかないと、というのがそもそも歴

史的には、この協議会が出来てきたベースにあったと思うんです。 

支援のための会議だと呼ばれると、ここに出たら絶対何かやらされるから出たら危

ないと少し思ってしまう。そうではなくて、ある程度集まることは前提にした上で、こ

ういう事例が今起こっているので、週１日だったらうちは何とかするけど２日以上は

無理だとか、そういう事業者でも沢山集まれば何とかできる部分もあるかもしれない。

確かにどうしてもできない部分もありますけれど、このようなことを地域ごとにまと

まって考えていこうというのが、そもそもの出発点だったのだろうなとは思うんです。

それが現実の制度化された協議会の中でどのぐらいできるのかというのは確かに色々

疑問があるけれど。 

山口委員の所みたいに、支援してくれるからと言って全部お願いすると、無理なとこ

ろをさらに踏み越えて支援するようなことになってしまうから、せめて、１つのところ

に大幅に踏み越えていただくのではなく、多くのところがちょっとずつ踏み越えられ

るような地域ができれば少しは良いのではないか、というのが目指している形なのか

なと個人的な感想を持っています。 

 

（事務局） 

地域部会は、作ることもそうですけれども、その中の取り組みを伸ばすことがより重

要なのかなと考えておりまして、実際に始まった後、責任がある所に偏るための部会な

のではなくて、それぞれが少しずつ責任分担し合えるような場であってほしいと考え

ているところでございます。 

 

（遅塚会長） 

そういう話し合いをする場を運営するためには、自分の所でもある程度背負う覚悟

がある所が声かけ役にならないと誰も言うこと聞いてくれない、難しいですね。 

色々重要な視点をご提供いただきました。時間が大分経ってきたのでそろそろ次に

移りたいと思いますが、他にご意見ご質問ありますでしょうか。 

 

（長岡委員） 

１回目の本協議会で遅塚会長も仰っていたと思いますが、やっぱり一つ一つの機能

をきちんと作ろうと思ったら、現状にプラスアルファの努力だけでは厳しいと思うの
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で、何らかの形で、有効なお金の付け方も本当に積極的に考えていただければと思いま

す。 

国が何年か前から言っている地域共生社会も、結局は公助の前の共助という言われ

方をしていて、私たちは警戒しているわけですけれど、今は地域の中でネットワークが

どんどん活発になっていって、そのネットワークでカバーできる部分というのは、どこ

の地域もそれはそれで大切だと思います。 

ただ、来年度の報酬改定で、拠点の部分の進捗状況が遅いという見込みから、確か報

酬を厚くしたはずなので、そういうものと組み合わせて、非常に現実的な検討が必要な

のではないかと思うのでよろしくお願いします。 

 

（遅塚会長） 

ありがとうございます。後の議題の話になりますが、この事業は障害者総合支援計画

上の位置付けとしてはどう書かれているんでしょう。 

 

（事務局） 

議題５資料の 111 ページをご覧ください。 

 

（遅塚会長） 

とても文意の読み取りづらい国の文章ですが、とりあえず１つ作ることが最低条件

として設定されていて、その上で、作ったところに関しては年１回以上検証検討する、

この２つが最低ラインとして設定されているという見方でよろしいでしょうか。 

 

（事務局） 

おっしゃるとおりです。 

 

（遅塚会長） 

２つ目以降、10 区に渡って作っていくことについては明確に示されていなくて、１

つあれば OK、それ以上どれくらい増やすかというところに関しては上積みの部分であ

るという見方ですよね、市の計画上では。 

障害支援課としては、市内満遍なくやっていくために各区に整備していきたいとい

う考え方をしていて、計画は計画、課は課、そういう理解でよろしいですか。 

 

（事務局） 

はい。 
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（遅塚会長） 

ありがとうございます。将来のことに関係しますからね。 

では他にいかがでしょうか。 

それでは次の議題、日中サービス支援型グループホームについてでございます。これ

につきましても、事務局からご説明よろしくお願いいたします。 

 

（事務局） 

続いて、議題３「日中サービス支援型グループホームについて」ご説明いたします。

資料 42 ページをご覧ください。 

日中サービス支援型のグループホームについては、地域に開かれたサービスとする

ことによりサービスの質の確保を図る観点から協議会の場へ運営状況の報告等を定期

的に行う必要があります。また、指定権者が必要と認める場合は、事業開始前に協議会

に対して、活動内容等の説明を求めることができるものです。 

さいたま市でも既に２事業所が日中サービス支援型グループホームの運営を始めて

おり、また今後日中サービス支援型グループホームの申請件数が増加することも考え

られますので、今後に向けて協議会への説明等について整理しようと考えております。 

本日はその整理するにあたっての要点を説明させていただき、次回の協議会から適

用させていただきたいと考えております。資料 43 ページをご覧ください。 

今後の流れのうち、ポイントは①運営法人からの説明を書面で行うことも可能にす

ること、②協議会への説明を行う時期を定めること、の２点となります。 

続いて、資料 44 ページです。まず、①運営法人からの説明を書面で行うことも可能

とすることについてお話しいたします。 

新規参入の法人等は今までどおり協議会の場での説明を行うことを想定しておりま

すが、既に指定を受けている法人が新たに指定を受ける場合や、事業の運営が安定し、

報告内容がほぼ変わらない場合等、協議会の場での口頭説明を要しないことも想定さ

れると考えられます。 

つきましては、今後はまず運営法人からの説明資料をご確認いただき、その上で事務

局の方へ説明が必要とご回答いただいた際には運営法人に対し協議会の場で委員の皆

様へのご説明を行うよう依頼する形を考えております。 

続いて、資料 45 ページです。②協議会への説明時期についてご説明いたします。 

国の基準では、運営後最低年１回の協議会への報告を行うことが義務づけられてお

り、また指定権者が必要と判断した際には指定前の事前説明を求めることができると

されております。 

さいたま市では日中サービス支援型グループホームが始まった平成 30 年度から、運

営法人からの事前説明を必須としてきました。 

また、基準では指定後は最低年１回の実績報告が謳われておりますが、これについて
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も指定した直後の運営状況は特に把握を要することから、指定後半年を目安に報告す

ることを考えております。また、指定半年後の協議会での意見を踏まえた運営状況を確

認するため、２回目の実績報告についても１回目の実績報告から１年後ではなく、半年

後を目安とし、３回目以降は運営の安定化が図れるものとして年一回の報告を考えて

おります。 

先ほどの書面での説明を可能とすること、説明時期を要点として今後整理を進めて

まいります。この運用については次回協議会からの運用開始を考えておりますのでご

承知おき下さいますようお願いいたします。また、この場でご意見等いただければと思

います。 

 

（遅塚会長） 

これから数も増えていくことだし、全部が全部協議会に呼んで直接説明となると厳

しいので、ある程度安心できそうなところについては書面でもできるようにしましょ

うということと、国が最低１年に１回と示しているところを、少なくともオープンの時

には半年おきにしましょうということ、そういうご説明であったと思います。 

どうでしょうか。この件についてご意見、ご質問ございましたらよろしくお願いしま

す。 

言わずもがなですけれど、日中サービス支援型グループホームは 24 時間いる人が結

構いて、しかも職員も少数だったり、変則勤務だから一度にいる職員が全部の職員では

なかったりして、あまり不信感を持って見てはいけないですが、昨今の虐待ケースや不

適切な支援が起こってしまうリスクはやはり高い運営かと思います。 

利用者のことを考えると、昼間別のところに行く前提の普通のグループホームより

も、なるべくしっかり見ていこうということで、こういう決め方になっているわけです。 

 

（長岡委員） 

確定の話ではないですが、報酬改定で、支援区分に応じて報酬がつくという案が国か

ら出されていて、おそらく平均支援区分が低い事業所は運営的にかなり厳しくなる可

能性が見えていると思います。 

運営的に厳しくて撤退する事業所が現れたら、放デイや就労系の事業所でも当事者

への影響は大きいのに、暮らしの場がなくなるなんていうことがあったり、撤退ではな

いとしても経営的な理由でホームにいられなくなるような事案が出たりしたら、とん

でもないことだと思うんです。たまたま日中サービス支援型グループホームが、今回の

報酬改定のターゲットにされているのかと思うんですけれど。 

報酬改定で大きく変わることが予想されていますから、来春以降は指定後の期間だ

けではなくて、こまめな確認、状況把握を想定しておいても良いのかなと思いましたの

で、意見としてお話ししました。 
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（遅塚会長） 

運営を見に行っても、なかなか経営上の判断は分からないものですよね。 

株式会社が設置主体になっていると、赤字だと縮小したいとか撤退したいという話

が出てくる可能性は当然あるし、そこで利用者が路頭に迷う話になっては絶対いけな

いので、行政的な対応は何か可能なんですか。 

設置基準が条例だから、そこに撤退の際の案件を付けてしまうとか、何かやり方はあ

るんでしょうか。 

 

（事務局） 

それは日中サービス支援型グループホームに限らず、他の事業所でも起こり得るこ

とでございまして、そういったことをなるべく防ぐためにも、日頃の施設指導や監査関

係課との連携で、小さいところから把握できるように努めることが大事なのかなと考

えているところです。 

 

（遅塚会長） 

確かに、他の事業所と共通と言えば共通だけれど、居住系のところは撤退された時の

痛手が大きいですよね。 

長岡委員もおっしゃいましたが、経営的な理由でいられなくなる、要するに支援区分

の低い人が居づらくなって追い出されるようなことが運営上起こったら、それは由々

しき事ですよね。そういう部分は普段の指導や監査の指導で察知できる部分なので、そ

ういうことだけは絶対あってはいけないと、厳しく見守っていただければありがたい

と思います。 

では、次に移ります。障害者生活支援センター運営法人選定についてでございます。

こちらについても、事務局からご説明をよろしくお願いします。 

 

（事務局） 

はい、議題４「障害者生活支援センター運営法人選定について」ご説明いたします。

資料 46 ページをご覧ください。 

本年 10 月以降の障害者生活支援センター運営につきましては、プロポーザルを経た

法人との契約を行うこととして準備を進めておりましたが、新型コロナウイルス感染

症関連対策等のため、プロポーザル実施を半年間延期しておりました。 

その間、状況を注視しておりましたが、このたび、半年間後ろ倒しで 11 月４日にプ

ロポーザルの告示を行いました。公募の概要について、順次ご説明を申し上げます。 

まず、公募対象ですが、すべての支援センターについてプロポーザルを実施いたしま

す。 

公募期間は、11 月４日から 12 月３日としております。提案書の提出締め切りは 12
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月３日となります。締め切り後に採点や契約手続を行い、来年１月以降に契約を行う予

定です。運営事業者に変更が生じた場合は、契約後速やかに３月末までに引継ぎを進め

たいと考えております。 

続いて、公募要件は公示日時点で１年以上相談支援事業所を継続して運営する法人

としております。市内の相談支援事業所を運営する法人のほとんどは提案が可能です。 

続いて、プロポーザル実施の考え方です。基本的には従来どおりの体制を維持してお

り、センター数や利用対象者の変更等は行っておりません。なお、今後基幹相談支援セ

ンターの設置箇所の増加を目指すことから、すべての提案者に対して地域づくり等、基

幹相談支援センター業務に関する提案を求めております。 

最後に、履行期間についてです。これまで、障害者生活支援センターの契約について

は、単年度の契約を継続して参りましたが、今回プロポーザルに基づく計約履行期間は

令和３年度から令和６年度までの４年間としています。これは、複数年契約が利用者・

地域の関係機関との安定的な関係構築等に資するものと考えられることから、従来か

らの変更を行ったものです。 

議題４「障害者生活支援センター運営法人選定について」の説明は以上です。 

 

（遅塚会長） 

前からご説明があった事項で、半年遅れになったということかと思いますが、これに

ついてご質問、ご意見いかがでしょうか。 

もともと、４月が難しくて、10 月を区切りとすることになっていたと思うのですが、

今回は４月でも、前回支障があった部分は大丈夫なんでしょうか。 

 

（事務局） 

前回の、４月だと性急な状態になるということに関しては、半年間後ろ倒しになった

ことで解消したと考えております。 

 

（遅塚会長） 

契約手続きの決裁の流れの関係で、４月が厳しいのかと勝手に思っていました。誤解

であれば良かったです。他にどうでしょうか。 

 

（長岡委員） 

プロポーザルとは少し違う話かもしれませんが、質問です。うちの法人も相談を受託

している関係で南区の件をお聞きしていて、色々なご事情があるのかもしれないので

すが、基幹の要件や適格性を踏まえて経過等のお話を伺いたいと思っています。 
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（遅塚会長） 

先ほどのご説明にあったのは、支援センターの委託先の公募の話ですが、基幹センタ

ーの委託先は本来的には随意契約ですか。公募ではないですよね。 

 

（事務局） 

今回は、既に設置されている区の生活支援センターに紐づけて、セットで契約という

形にさせていただいております。 

セットというのは、現在、岩槻区、中央区、南区にすでに基幹相談支援センターが設

置されているので、そこの対象区分の障害者生活支援センターを受託する法人に、併せ

て基幹相談支援センターを受託していただくような内容ということです。 

 

（遅塚会長） 

支援センターと基幹が一緒の契約になるということですか。 

 

（事務局） 

今回のプロポーザルの公募要項では、そのような位置付けになっております。 

 

（遅塚会長） 

なるほど。３区の募集分については、手を挙げる書類の中に、基幹に関係するものも

一緒に入っているということですね。 

 

（事務局） 

３区分につきましては、現に公募する内容として、提案書を出していただくことにな

っております。 

 

（遅塚会長） 

他の区については、将来基幹をできるかどうかの適性を見るようなものを入れてい

るということですね。 

 

（事務局） 

おっしゃるとおりです。今後、基幹相談支援センターを増加させることを考えている

ので、仮に基幹を受託した場合には、どのように考えているかというものを提案してい

ただくという考え方です。 

 

（遅塚会長） 

セットということは、やはり基幹部分についても支援センターと一緒にやりたいと
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いうことで、手を挙げる部分で一緒に入っているということですよね。 

 

（事務局） 

はい。公募要項上は、障害者生活支援センターの応募とあわせて、基幹相談支援セン

ターを応募できるようになっております。 

 

（遅塚会長） 

なるほど。形式的に考えれば、例えば今までやっていたところでも、支援センターも

基幹も手を挙げませんとか、或いは支援センター部分だけやるけれど基幹は手を挙げ

ませんというような選択も可能だという形になっているわけですよね。 

 

（事務局） 

そのあたりは公募要項の中で、好きな区分だけを選ぶということではなくて、基幹相

談支援センターが区分に書いてある区でしたら、併せて応募することになっておりま

す。 

 

（遅塚会長） 

仕組みが分かりました、ありがとうございます。 

要するに、基幹がある３区については、基幹を含めて手を挙げるか、全く手を挙げな

いか、どちらかということですね。 

そうすると今まで受託しているところが手を挙げないかもしれないという状況が、

あってもおかしくはない。ただこのあたりはもう協議会で話すことではないですね。ど

こが手を挙げているとかいないとか、事務局も立場上言えないでしょうし。 

ただ、そういうようなことがあっても良いのかと長岡委員はおっしゃりたかったの

ではないかと。 

 

（長岡委員） 

私も分かりにくくて。例えば、南区には二つの事業所があるじゃないですか。他の区

では基幹付きのプロポーザルの募集になりますが、南区もそういう形になるというこ

とですか。 

 

（事務局） 

南区につきましては、公募区分が二つございます。 

公募区分の細かいことを説明すると難しくなるんですけれども、現に南区に２ヶ所

障害者生活支援センターがあるので、委託料の総額等も勘案して、応募する役割を配分

させていただいているところです。 
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障害者生活支援センターが２ヶ所あって、１ヶ所だけに基幹やその他の役割等を集

めたり、或いは少なすぎたりすると、片方にものすごく負担がかかることも考えられま

すから、例えば、基幹と権利擁護支援員を分けて負担の分散化するなど、事務局で諮ら

せていただいた上で公募要項に載せております。 

 

（遅塚会長） 

そうすると、南区だけ南区Ａと南区Ｂの募集があるというイメージですか。 

 

（事務局） 

はい。 

 

（内田委員） 

今後も、生活支援センターと基幹をセットにするのがスタンダードになるんですか。 

つまり、委託法人や団体は、今後も１つのところが両方を受託していくという形です

か。今後基幹を各区に付けていく流れの中で、別の団体である法人が別々に受託するこ

とはあり得ないという考え方なんでしょうか。 

 

（事務局） 

基本的に、今の障害者生活支援センターの設置要綱の考え方からいきますと、基幹相

談支援センターを単独で受けるという考え方には立っておりませんので、あくまで障

害者生活支援センターを受けている法人が基幹相談支援センターとしての委託も受け

る、というような仕組みになっております。 

 

（遅塚会長） 

業務が本当は別なので、切り分けることも理論的にはできるけれど、運営を考えると

セットでやっている方がすっきりはすると思うんですよね。今そういう考え方で、市も

公募されておられるということです。 

他にご意見ご質問ありますでしょうか。 

 

（三石委員） 

プロポーザルの説明に関しては十分なのですが、改めて確認です。委託期間が令和７

年３月 31 日で複数年契約なので、ここで一旦切れてまたもう一度プロポーザルを行う

ということでよろしいでしょうか。 

その時には、基幹の状況も変わっているんですけれども、基本的にはプロポーザルを

やるという方向ですか。 
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（事務局） 

今回おおよそ５年の、新型コロナウイルスの関連で４年間になりましたけれども、複

数年契約という形をとったわけですから、当然令和７年４月１日以降の契約につきま

しても、プロポーザルのような方式でやるべきではないかという声が挙がると思いま

すので、現時点ではそのような予定で考えているところです。 

 

（遅塚会長） 

ありがとうございます。債務負担行為もしていない先のことについてはこの場で明

言できないでしょうけれど。 

ただ、今の役所の流れからいうと、随意契約は基本的に駄目だとなっているので、プ

ロポーザルを何とかしてやらせてもらうか、もしくはお金だけで一番安いところに落

とすかというどちらかになってしまうわけですね。 

この協議会としては、お金が１円でも安ければそこに落としてくれというのは避け

たいから、中身をちゃんと審査するためにはプロポーザル方式の方がまだ良いわけで

すよね。そう考えたら、次回もぜひプロポーザルでやっていただくようにご検討くださ

いと、逆に言うとお願いする立場かもしれないと少し思います。よろしくお願いいたし

ます。 

では議題５に移ります。事務局からご説明をお願いいたします。 

 

（事務局） 

障害政策課の上石と申します。議題５「次期障害者総合支援計画について」説明させ

ていただきます。 

資料は二つご用意しております。分厚いものが議題資料です。それから、「素案完成

後に修正した主な箇所について」を参考資料としております。 

こちらの方は、先日行ったパブリックコメントの際にご提示した素案がありまして、

それ以降に修正した箇所についてまとめたものを参考として付けさせていただいたも

のですので、後ほどご覧いただけたらと考えております。 

それでは改めまして、次期障害者総合支援計画についてご説明をさせていただきま

す。 

本来、本協議会におきましては、障害者総合支援法に基づく市町村障害福祉計画につ

いてご意見をお伺いするところではございますが、本市では障害者総合支援計画とし

て、四つの法令に基づく計画を一体的に策定することとなっておりますので、この計画

の全体について説明をさせていただくものでございます。 

計画策定に係る流れについてですが、７月の本協議会におきまして素案の概要につ

いて委員の皆様にご意見いただき、その後、障害者政策委員会、市民会議の意見等を踏

まえまして、素案を作成させていただいたところでございます。こちらの素案につきま
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して、９月の市議会に報告いたしまして、その後、10 月５日から 11 月６日にかけて約

1 ヶ月間パブリックコメントを実施し、広く市民の方からご意見を頂戴したところでご

ざいます。なお、パブリックコメントにつきましては現在集計中でして、本日皆様にご

報告することが間に合いませんでしたので、ご了承いただきますようよろしくお願い

いたします。 

それでは計画案の内容について説明させていただきます。見ていただいてわかると

おり、かなりページのボリュームがあるものですので、本協議会に関連がある箇所や、

7 月の本協議会から修正した箇所を中心にかいつまんで説明させていただきます。 

 

【Ｐ73 第２章各論 基本目標２ 基本施策（１）④療育体制の強化と効果的な支援の

推進】 

発達障害児等にかかる初診待ち時間の長期化及び療育センター市西部に偏っている

地域偏在を解消するため、新たな療育センターの設置に向けて取り組むこととし、事業

内容も網掛け部分の修正をしたところでございます。 

 

【P81 基本施策（３）障害者の居住場所の確保】 

グループホームの整備の促進に関しまして、障害者政策委員会委員の皆様をはじめ、

市民会議、パブリックコメント等でも、医療的ケアや強度行動障害などの重度障害者を

受け入れるグループホームが少ないというご意見を非常に多くいただいております。 

本市といたしましても、障害のある方が、その障害種別や程度に関わらず自ら選択し

た地域で暮らすために、グループホームの整備につきましては大変重要な課題として

認識しております。 

次期計画におきましても、引き続き国庫補助金を活用したグループホームの整備、特

に医療的ケアや強度行動障害などの重度障害者を受け入れるグループホームの整備を

促進して参りたいと考えておりますので、こちらの内容について、補足をしているとこ

ろでございます。 

 

【P83 基本施策（４）相談支援体制の充実】 

昨年度実施いたしました本計画の策定に係るアンケート調査におきまして、どこに

相談して良いか分からない、相談窓口の数を増やすだけではなく相談窓口に関する周

知や質の確保についても取り組んで欲しい、といったご意見を多くいただきました。 

次期計画におきましては、国や県等の専門機関や相談支援事業所などの関係機関と

の連携を強化し、相談支援体制のより一層の充実を図って参りたいと考えております。 

 

【P84 基本施策（４）⑦福祉の複合的な課題に係る相談支援体制の充実】 

令和２年度からモデル事業として、浦和区役所福祉課内に相談支援包括化推進員を
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配置し、福祉の複合的な課題を抱える市民の皆様に対応することを目的として実施し

ている取組でございます。 

今後、この取組を市内の全区役所に広げていくと共に、各相談支援機関が情報共有・

支援調整を行う場を主催する等の取組を通じて、包括的な支援体制の構築を目指すこ

とといたしております。 

 

【P86 基本施策（５）人材の確保・育成】 

障害福祉分野に関わる人材が不足しており定着率が低い、市が補助を出す等、待遇面

の改善が必要というご意見や、障害福祉分野で働きたいと思えるよう、もっと仕事の魅

力ややりがい等を伝える取組が必要という非常に多くのご意見をいただいているとこ

ろでございます。 

こちらにつきましては、昨年度は新型コロナウイルス感染症の影響により開催する

ことができませんでしたが、関係機関等と連携し、障害福祉の魅力を発信する就職面談

会を実施するなど、障害福祉分野に関わる人材の確保や定着に係る支援について対応

を行って参りたいと考えております。 

 

【P110 第３章第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画 数値目標（２）精神

障害者を支える地域包括ケアシステムの構築】 

精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進していくにあたり、精

神病床からの退院率等を数値目標とするのはいかがなものかというご意見もいただい

たところでございます。 

改めて国の指針等を確認いたしましたところ、こちらについては基本的に都道府県

の方で設定する数値目標でありましたので、本市では、モデル事業として行っている訪

問支援（アウトリーチ）の事業を通じて蓄積した手法を活かし、各関係機関等との重層

的な連携による支援体制の構築を図っていくこととし、素案を修正いたしました。 

なお、110 パージの下の表は、参考として埼玉県の目標値の方を記載しております。 

76 ページの「基本施策（２）⑦精神障害者を支える地域包括ケアシステムの構築」

に事業を掲載し、79 ページの表⑦で、訪問支援事業を市全域に広げて行くことを目指

した成果指標を設定しているところでございます。 

 

【P124 表 居住系サービスの実績と見込量】 

③施設入所支援の第６期見込量ですが、素案では数字の齟齬がございました。109 ペ

ージの表、令和５年度末の施設入所者数目標値 747 人との整合性を図り、124 ページの

見込量についても修正いたしました。 

【P131 表 精神障害者に対する支援の実績と見込量】 

改めて国の基本指針等を見直しまして、「（１）保健・医療・福祉関係者による協議の



 

28 

 

場の設置」の中の網掛け部分、「保健、医療及び福祉関係者による協議の場における目

標設定及び評価の実施回数」という項目を追加し、実施回数の見込量を設定いたしまし

た。 

 

【P137 表 地域生活支援事業の実績と見込量】 

「（６）意思疎通支援事業」の中の「手話通訳者設置事業」についても項目を追加し、

実績及び見込量を設定いたしました。 

 

本日は、お時間の都合上、説明を大分省略させていただきましたが、これ以外にも表

現や表記の統一など、文言の修正を行っております。 

今後につきましては、本日皆様からいただくご意見やパブリックコメントでのご意

見、今月行われる市民会議や来年１月に行われる政策委員会でのご意見等を踏まえま

して、来年２月の計画策定を目指して進めて参りたいと考えております。説明について

は以上でございます。 

 

（遅塚会長） 

ありがとうございます。 

大分固まってきた段階ではございますが、自立支援協議会の、数少ない法定の審議事

項でございます。 

ご意見ご質問ございましたらよろしくお願いいたします。 

 

（山口委員） 

先ほど長岡委員から、来年度の報酬改定の場合、報酬単価が低いことで軽度の人がは

じかれる心配があるのではないかという話を聞きましたが、81 ページの居住場所の確

保の項目に「障害の種別や程度にかかわらず」と書いてあるということは、重度も軽度

も、程度にかかわらず住まいの確保や支援を行います、ということだと捉えてよろしい

ですよね。 

自分の所では医療的ケアの重度の方も受け入れていますが、実際には、虐待を受けて

児童養護施設を卒業・卒園した方で、軽度の知的、発達障害で障害者枠の仕事をしてい

るけれど生活がなかなか成り立たない、ということでグループホームを利用されてい

る方が何名かいるんですね。そういう方達がはじかれていくと、将来的に事件に繋がる

なという予想がつくんです。 

サービスで支えているからこそ、彼らが社会に出たときの一人暮らしの準備ができ

ているなと思うので、軽度の方も支援を行うと捉えてよろしいでしょうか。 
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（事務局） 

確かに、重度の方が主な記載になっているところではありますが、お話しいただいた

とおり、原則障害の種別や程度にかかわらずということになっておりますので、それを

踏まえた上で適切な対応をしていきたいと考えております。 

 

（遅塚会長） 

「かかわらず」と言う以上は、軽い人だからダメ、重い人だからダメというところで

はないところでやっていこうと。 

ただ先ほど長岡委員からお話があったように、軽度の人の報酬があまりに引き下げ

られると、計画の理念として OK でも、事業者としてはなかなか見られなくなってし

まうという危険があるかもしれない、というご指摘を含んだ話だったのかと思います。 

 

（三石委員） 

同じくグループホームの整備の促進のところで、重度の方々へのグループホームの

整備の促進が盛り込まれて、凄く良かったなと思います。 

一方、さいたま市内、見沼区でも民間運営のグループホームがやはり凄く増えていて、

例えば、精神障害の人で、症状がすごく悪いわけではないけれども、ちょっと大声を上

げてしまったり、症状チックなことを発言したりすると、即刻退去してくださいという

ようなことが複数のグループホームで結構起こっているんですね。精神の方だけでは

なく知的の方とか、様々な障害の程度のところで。 

なので、整備を進めていくのと同時に、私たち地域の関係事業者がやれることもあり

ますし、さいたま市の本庁と協力して、何か質的な部分を常に高められるような方策や

取組も必要ではないかなとすごく感じています。 

暮らしの場所ですから、やはり明日明後日で退去してくださいといって住居を失う

というのは、かなり生活の基盤を揺るがされるので、支援者側、運営側の質の担保がで

きるような方策も少し盛り込んでいただけるといいかなと思い、提案させていただき

ました。 

 

（事務局） 

私がパブリックコメントの集計担当なのですが、確かにそういったご意見を多くい

ただいているところでございます。今回の計画の中に入る入らないというのはまた別

ですが、今いただいたご意見を今後生かしていきたいと考えております。また教えてい

ただくことも多いかと思いますが、よろしくお願いいたします。 

 

（三石委員） 

そういった実態があるということを知っていただくだけでも違うので、今後一緒に
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考えていけるといいかなと思います。 

 

（遅塚会長） 

参入する事業者が、あまりに障害のある方の実態をご存知ない。職員さんもほとんど

ご存知ない方が入ってきますが、人手不足なので、募集してもなかなか来ないから誰で

も来てくれという気持ちで何とか職員の数を合わせているところもあると聞きます。  

そういう方々が突然そういう状態に出くわした時にどうしていいか分からなくて、

職員の方がパニックになってしまい、退去させてくれという話になってしまう。 

職員研修の強化とか、例えばそれぞれの地域部会でグループホームの職員が集まっ

て話ができる場を設定していくとか、市単位・県単位でグループホームの協議会があれ

ばそこで努力をしてもらうとか、色々な方策が福祉サイドでも考えられると思うんで

す。強制はしづらい部分なので厳しいですけれど、利用者から見たらとても影響が大き

い部分なので、ぜひ計画上も、可能な限りで表現していただければありがたいと思いま

す。 

この議題以外でも、ご意見ご質問いかがでしょうか。 

では、本日用意されております議事については以上となります。 

事務局から連絡事項等あればよろしくお願いいたします。 

 

（事務局） 

本日は長時間にわたり貴重なご意見を頂戴いたしまして、誠にありがとうございま

した。 

事務連絡をさせていただきます。今年度最後の協議会は３月 12 日（金）に開催する

予定でございます。詳細は協議会が近づいたらご連絡いたしますが、今後も委員の方々

のご協力のもと、審議を進めて参りたいと考えておりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

なお、以前メールでご連絡させていただいておりましたが、今年度から委員の皆様に

交通費を支給させていただくこととなりました。本日分の交通費を申請される方は、机

の上にあります「旅費申請書」のご提出をお願いいたします。後日メールでご提出され

る方は、帰りに事務局までお声がけください。 

事務局からは以上です。 

 

（遅塚会長） 

はい、ありがとうございます。 

それでは以上をもちまして第５回さいたま市地域自立支援協議会を閉会とさせてい

ただきます。委員の皆様方どうもありがとうございました。お疲れ様でございます。 

以上 


